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本論の目的と要約 :時代の趨勢ともいうべき日本の漁業全体が当面している種々の問題を波

崎町漁業も有しているが、淳英状況、銚子大株の影得、鹿島工業化に伴う諸現象など、 ローカル

な特徴も平んでいる。このような波崎町漁業の現状分析を主眼妃罹き、卒論を通して漁業の将来

性を把据したいと思ったものである。即ち、波崎漁業の性格を種々の観点から、可能な限り全体

的陀把捩することが第一の目的である。

第二点は、漁業の推移VCよつて、労働者の立場、経営体、技術などが如何に変化したかを知る

ことである。

第三点は、船主、船方問のギャップを見い出すことで、究極的妬は劣悪な状態を善処すぺく手

段を思考することにある。

第 1幸 波崎町(/)概要と祭観

i) 波崎町の概要 波崎町は、茨城県最南東部を占め、利根川河口左岸忙位骰し、右岸の

銚子と対応している。旧若松村、旧矢田部村、旧波崎町が合併して現在の波崎町をなし、総面積

6 8. 5 Krri2、総人口 24, 0 5 1人（昭和 42年現在）である。

若松、矢田部地区は、農業主体のため漁業の見地からすればさほど煎要でない。 一方、波崎地

区に於ける経済、文化、その他あらゆる産業面のペ ースは漁業である。

砂浜海岸が多く 、水乎肢節が小さい等、漁港発達に不都合な茨城たあっ て、利根河口という比
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較的恵まれた条件！てある。近年は銚子大橋の完成で京浜方面との連関が密となり 、更に防波堤の

建設、設岸整備等近代化を目指し、大橋 との結合強化を言1つている。 一方、普逼的妬見受けられ

る若年階の流出に伴う漁業人口の絶対数滅少や老齢化は、波崎町lても該当する。漁業経営体、水

産加工経営体の減少｀鹿島工業化影愕の浸透、宿命的である利根河口の流砂陀よる河床上昇など

数多くの問喧が生じているのであるっ

ii) 波崎地区束部 太平洋に面した側は民家数も少なく 、産業貢献度も小さい。内陸側、

即ち防砂林のき れる砂丘斜面から、民家、小規模水産加工場、付属的魚干場等が顕著となる。砂

丘斜而下は波崎町で最も活気たあふれた商店街妬なつているが、漁業関連産業はゼロ lて近い。更

1て利根川匠近接すると関連産業は数を増加させる。特妃仲町～銚子大橘脚下に至る岸壁沿いには

漁業協同組合、冷凍 ・製氷工場、船舶機械修理工場などが軒を並ぺている。

波崎地区東部で特筆すべき点は農耕地の状態で、それは皆無と言ってよい。特Ire銚子大椋～太

平洋線 (S~ N方向）で切った東部匠は、水田は無論、野菜畑すらみられない。密集した住居に

主因を保着出来るが、わずかな空地を魚干場として利用している点も無視できない。この地域に

漁業労働者の多いことが農耕地皆無条件1て加味して、全員専業 （漁民組合員 ）という特異な形態

をとつているのである。

Iii) 波崎地区西部 波崎パイパス尻ヽ沿い海老台北部付近まで、波崎地区東部の外延として

住居が続き 、水産加工場も散在している。この周辺は、相対的に新規エ堀が多いが、加工業の進

出過程として、かなりの用地があつたこと忙負う ていると思われる。即ち、 39年オで主要道が

なく畑地、森林となつていたため、安価陀かつ広大な敷地と魚干場を入手できたこと尻よる。

波崎水産加工場の相対的大企業の多〈は、浜新田、海老台北部等、中心の外延匠存在しており 、

波崎地区東部砂丘斜面上の小規模零細工場とその具備する狭小な魚干場とは、対称的景観を示す。

この相違する崇観形成匠寄与した主要フアクタ ーとして、資本梱成、特に余剰資本財の差異をあ

げられよう。

従来の小規模加工業は、小資本投下で狭い用地、少数の労働者を使用し、原料魚類は波崎港依

存であった（現在も波埼港依存 ）。それ故波崎港への隣接性が、ひとつの立地条件になったと推

定され、結果的匠東部密集地域の北端部 （砂丘斜而）匠立地したと思われる。片や相対的大企業

は、大登本投査 ・広い用地 ・名数の労働者を使用し、原料魚類は銚子を始め他地域依存度が高い，

後者の条件は小規校企業と立地の変容をみせ、波崎港から遠距離でも条件を満し、また密菜地城
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に用地確保をねらうより周緑部の安価な土地を利用 した方がより有効なので、以上の景観楷成を

なしたと推定される。

しかし、水産加工経営体発生当初に扱観の二面性を有していたわけではない。銚子大橋並びl疋

波崎バイバス完成妬よ つて一元から二元化へと推移したもので、経営体も別個の存在ではない。

漁業を兼ねた加工業者、生産漿やマーケット、ンエア ーが相対的妬大きかった業者、換言するなら

ば資本余財の拡大した企業が、社会条件の変化に対応して外延部に進出したものである。生産主

体が新規工場に移り、既存工場は 2次的、付屈的存在となり、また魚干場必要度の小さい加工部

門を扱っている。

第 2章 波崎町忙おける漁業の展開

i) 波崎港 利根河口左岸に位骰する波崎港は、明治にその起源をさかの殴る。当時は、

鹿島灘匠存在した多くの地曳網漁契同様、小型船で沿岸鰯をとつていた。漁船は陸上げし、出漁

時妬労力をもつて利根川に押し出すも．ので波崎港と呼ぶCは貧弱な姿であった。

地曳網から楊操網操業陀移行 した段階で波崎港の種子ができた。沿岸漁業の小型船から漁網の

変化匠伴い、漁船を大型化せざるを得なかつたのである。漁船を大型にすれば、必然的に港約設

備が必要になるもので、 このような社会的歿『陣湛ずいて、昭和 9年現在の 1,1 0 0 m岸壁が出

来、波崎港の種子は萌芽 した。しか も、従来の地曳網経営者と楊操網経党者は別個の存在ではな

く、漁業経営を継続しており 、単なる漁獲手段の変化に過ぎない。それ故、沿岸誇漁獲高減少に

伴う経営の困難性を脱脚する方法として、揚操祠採業に移行したのである。これは、とりもなお

さず漁港の必要性に迫られたものであり 、その強い必要性と業者や関係者の努力が波崎港を出現

させたのである。故に単なる自然発生ではなく 、社会的条件の変化！て伴う発生と言え よう 。

波崎港発生当時は、第 2種漁港であった。昭和 26年 7月 10日、大津．那珂務と共に第 3種

漁港に指定、格上げされたが、港湾状態にさ低どの変化はなく 、全国から集まる漁船も 50トン

未満の小型船が主体であった。

以後、漁網置場、水揚施設なども逐次改良されて現在に至る。特陀樵港整備計画実施妬よつて、

昭和43年には、防波堤の一部が、 44年には厄ぼ完備し、荷揚場の一部が残るのみである。

2 0 0、 100. 210mの3本の防波堤は、 1.1 0 0 !il岸壁に平行して、離岸約20 0 mの位

置陀設けられた。南風の強い日が多いこと 、干潮時の流速が大きいことなどにより 、波浪が大き

くなり 、度々接岸不可能な状態にあった波崎港を、第3次整備計画の一貫と して改良 したもので
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ある。防波が第 1の目的で、第2は停泊にある。現在は廃船利用が多いが、銚子大橘脚下まで延

長されれば、荷揚場として、また銚子大椋を高密度に使用する目的で利用することになつている。

1, 1 0 0 m岸壁には、漁網置場、クレ ーン三甚（固定用） 、魚揚場など比較的整つており、波崎

漁業協同組合、製氷工場、水産加工協同組合などもみられる。ここは中型漁船を対象にしたもの

で、波崎港の碁幹部でもある。満潮時の水深 5m程度で、 100~150トンが入港限界である。

沿岸～内水面の小型漁船用港湾は、銚子大橋のやや上流部で、全て 5 トン未備を対象と してい

る。昭和 43年、 1 0 0、 1 D O mの2本の防波堤が出来た。無論、港湾整備計画の下た完成さ

れたもので、目的は前者同様である。将来、釣センクー ・船員ホ ーム施設をつ くる予定だが、現

在は波芍共栄漁業協同組合のみで、港湾設備は皆無である。小型船、内水而及び沿岸中心等の理

由で、クレ ーン、漁網憶場などなくても挽業が可能なのであろう。

これら 双方の漁港妬とつて最大の悩みは、年々河床が上昇する こと である。禾卦艮川が堆積する

膨大な砂、 ジル トなどのため、 3 6年 10月以降、県営浚 渫船「つ くば」が一年中投業し、浚渫

を行なつている。 「つくば」の出現は、漁業近代化に大きく貢献した。以前は 50トンが入港限

界であったが、これによつて 100~150トンの中型船入港が可能尻なったのである。

ii) 漁獲物 漁獲高は、年次毎！てかなり変動しているが大局的には増加傾向を示し、最近

2~ 3年下降している。著しい特徴は、 3 4年まで総漁獲箭尻おいて那珂湊に次いでいたものが、

3 5年茨城第 1位となり 、 3 7年を除き今日までそれを維持していることである。しかも茨城総

漁獲摂に 占める割合は、 3 4年の 21. 6 %から年々その比率を高め、 4 D年 38. 7%、 4 1年

3 4. 2 %と茨城の一以上陀上昇している。
3 

3 4年から 35年の間尻那珂湊と地位を入れ換えた主因に、さば一本釣をあげられよう。 34 

年まで一本釣は行なわれていなかった。 35年妬なると主として千葉県から 5D復低ど入り、波

崎を根拠地として水揚げした結果、 3, 6 6 8トンと総漁獲高の一程度を占めた。この増加分が 2
6 

位から 1位へと躍進させたのである。なお、さば一本釣漁場は、利根河口東方沖合で年々増加し

たが、 41、 4 2年を境に激減した。乱獲妬伴う漁場涸渇！て より 、現在は八戸沖が主要漁場にな

つている。太平洋北区北端で遠距離のため、八戸港などに水楊げをするので利根河口東部沖合 よ

り不利妬なっている。属地水瘍減少は、加工業に も大きな影唱を与えているのである。反面、漁

場規模 • 安定性の観点からは八戸沖が勝り 、 最低補償給 4 万 8 千円もこれを裏ずけている 。

波崎漁獲高の主要部は、いわし、さんま、さばが占めている。特にいわしは平均8割弱の圧倒

的ウエ ート を示す。いわしの割合が裔いことは、年次別漁獲蓋変動を大きく し、漁業従事者の生
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活を不安定妬しがちである。前 3者は 9割前後の高率を保持してきたが、これらは大衆魚なので、

不安定生活妬拍車をかける結果になつている。

対岸銚子の漁業は、戦前いわ しが 9D％を越えていたが、現在では、さんま 4D %、いわし

35%となつている。いわ しの割合を低下せしめて生活の安定、経営の安定を計つたと推測させ

る。一方波崎は、戦前、戦後大差なくいわ し依存型である。相対関係で漁業の近代化の遅れを認

めざるをえないのである。

iii) 経済関係 産業別町民分配所得中、水産業の占める割合は 2D％前後で、 41年現在、

製造業、農業忙次ぐ。しかし製造業の大半は水産力aI業から成ると思われ、水産業関係所得は、

3 D ~ 4 D％妬達すると推定される。それ故、淮業は波崎の甚幹産業であり 、樵業依存度はかな

り高い。 高い依存は時と して市場価格暴落の際、町の経済に大打撃を与えるものである。

昭和 38 ~ 4 1年の樵獲高が厄ぼ頗調な伸びを示 している時期たおいても 、分配所得率尻かな

りの変動を起しており、農業、製造業と比較する とー層明確であるo しかも全所得に占める割合

の低下している股業でさえ、絶対額は平均年率約 6％の割で伸びているのに対し、漁業は 4.3 % 

の割合で後退している。

昭和 4D年、漁獲高が最も多く分配所得が前年尻比 して 71. 9伶増加してい る時でも 1人当り

の収入は、 1 7 □. 8 8 1円で県民 1人当り 17 3. 5 D D円、国民 1人当り 229,500円妬劣つ

ているのである。これは無論船主も含めた平均所得なので、一般漁堺者は更に低い値を示すであ

ろう。分配所得変動の大きさ、減少化は漁契従事者の生活を不安定かつ｀一般産業との格差を増

大する方向へ進行させているが、耐久消費財所有状況を指標妬すると更に生活状態や漁英の位置

が判る。

昭和 39年、漁業就業者世帯数 97 7の内、テレビ、 ラ・ジオは 6D％以上所有しているが、 ミ

ジン 3D劣強、その他、文化生活のインデックス となるものの比率は小さ く、特妬掃除機、ステ

レオ ・プレ ーヤー忙至つては、各々 1%、 1 %、 D. 5 %の低率を示す。なお、 97 7世帯中、借

家や借問している数は｀．29 9世帯 (30. 6%）を占めている。東京等の例があるので借家世帯

の多いこと、即経済状況の悪化と断定出来ないが、地方的小町村でのこの比率は、決して低いも

のではあるまい。これら漁業世帯で休業中の 59世帯を除〈と専業 84 4、第 1種兼業 3、第 2

種兼業 31と専業率が著しく嵩く 96. 3 %を示す。特に漁業との関連の密な波崎地区匠於ては、

二種兼業 1世帯があるに過ぎず 1D D％専業と言え よう。以上の如く専業世帯の多いことは、漁

獲高、市場価格の影響を直接受けるので、生活は若しく不安定である。更に世帯構成員数は
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5,040名で｀波崎町総人口 24,275名の 20 %強に当るので、漁業不振は波崎町の死活を画

すると 言え よう 。

同じく昭和 39年、一日平均賃金を漁船数から眺めてみると、 1 7 9例中、 7佳が 30 0 ~ 

5 0 0円と極めて低い。 7 0 0円以下は 48隻数えられ 27％に達する。この段階妬於て一部最

低補償給が実施されているものの0.4 5％と低く 、沿岸～沖合は完全歩合給である。現在では揚

操網、八戸沖さはの最低補償給制度は貫徹されているが、 これとて実竹的妃は不十分と考えられ

る。船主妬よっては歩合の良い垢合、飛低補償給以上の部分を種々名目をつけて天引きすると開

く。不安定な産業ゆえに漁猥のない場合を考慮 してかかる手段をとつているの妬、船主が維持 し

なければ、何の為lて出来たのか愚低補償給本来の意味が蒋れるであろう。物価上昇の折からも漁

堺者は経済的圧迫を被る lて相違ない。以上の形態をとる船主がいる限り、労働力が減少を始め労

働意欲も沈滞すると思われ、企業陀とつて決してプラス陀ならないであろう。なぜなら歩合給よ

り悲惨な状態たなる可能性があるからである。

第 3章 波崎町の地曳網

波11が町の地曳網は、九十九里浜、鹿島怒一帯で行なわれていたものと厄阿同様の性格を有する。

砂笠海岸、遠浅など地質、批形的に好条件を与え、明冶～大正期（疋最も降盛を極めていたc

この地曳短漁業は経営形態上、有力な中心人物を頂点妬漁培者との「月係で封建的性格の強かつ

たものと 、村落共同体的色彩の裾りかつたものとの 2種陀分類される。柳川新円、狽田革が前者た、

拾町歩、松下（浜） 、押上、舎列浜、波崎が後者に該当する。

柳川家は、元来京都の出身で宇田天皇朝廷賂理の際、白烏郷（現在の大野村 ）へ移転した。

白烏郷では多くの従者を使って農業を行なつていたが、上納が厳し くなった為、御見捨地である

当地で地曳網淮業の問始となったらしい。地曳は 2カ統で、 ツョウ・ンャク台、納屋 (2軒 ）、袋

倉 (4軒 ）たどを海岸砂丘上匠つくり 、漁船は 5トン前径を四はい使用していた。 漁揆者中重要

な役目を果すオキア工.オーエンキョなどは、小笠原 ・八丈島出身者を、船方 ・曳手は一般従者

を当てていた。なお、一般の漁堺者は通常柳川家の小作人で農業尻従事 していた。

網元である柳川氏の権力は強く 、数多くの漁埼者を半強制的束綽状態陀置き、その桔盤に立脚

した経営を行なっていた。操契時陀は、 1軒 1名の参加を強いられた。即ち、農耕を営んでいた

者は仕事を中断し、病気の時は必ず代理人を立てジョウジ ャク台のマネを合図陀集合した。労幼

も相対的してきつく 、油歿の名い日は 1日中操業に当つていたのである。
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いわしの分配率 （網元 6:漁摺者4)の4の内lには、網元の労働も入つていた。即ち、網元は

オキ ア工程度 (5人前）の分前を とり、漁船、漁網の修紐原料費も差引いたのて、実竹的には 7

: 3ぐらいの高率を示 していた。また、漁揆者！r(は前餘させると同時佗浪費助長手段 （ばくち、

女郎買 ）を用いた。前借りした船方は、金銭的因果関係に甚ずき 、更に一陪自由労働を束縛され

たのである。窮地に陥つた船方のある者は逃亡を企てたが、それとて容品ではなかつた（見張を

立てたとの話 ）。柳川家が強力な支配体制を形成していたことは、漁船の削洗尻黒ミヨツと呼ば

れたサンガ （紫色の房）をつけたことでも判明する（当地では黒ミヨツ三ジョ ウと称し、代官許

可の大地曳朋元を意味し、 柳川新田妬ニシ：うウ 、 須田浜に一•ジョウあった）。

須田浜は術l:lJ官蔵を中心妬した経党 (2カ統＼であるが、柿Ill祈用と大差ないので省略する。

捨町歩、松下｀押上、舎利浜、波崎は前述した如く村落共同体的性格を持つ。それぞれ 1、 2

1. 7、 1 0カ統の地曳を有し、 1 0 ~ 4 0名の株主（網元 ）の寄合い形態で挽業を行たつてい

た。但し、いずれも柳川、須田浜に比して開始した時期が遅い。

地曳の主目的は、自村の肥料用の干いわしで、残余分のみ、各々川［凡矢田部、荒‘11-(アラク）

波崎から利根の水運を利用し（森瀬舟 ）、稲敷郡へ出符して、現金や穀物と交換していた。分配

案は、現物を甚本とし、 6:4~4 :6であるが、純然たる 6: 4 (冬！荀冗 ：漁猜者 ）は波崎のみ

で、松下、押上は 5: 5、拾町歩では 4割を婦女子陀与え、残り 6割中の 6割を海元が買い、舎

利浜陀於ては網元4割というように相対的vci魚＃応者に有利しこなっていた。

これらの地域はいずれも弱小裔本の梨合であった為（農耕地も相対的！て少なかつた） 、涸元の

権力は弱く 、それ故！てこそ分配率も挽物者中心であったのである。

資本構成上も波崎の地曳は外部資本と農業内部資本陀 2分される 3 但し、 ここで述べる外部｀資

本とは波崎以外からの筏本の移動を、殷業内部査本とは、波崎内での資本の移動で爬業の余剰資

本の投資を意味する。

柳川新田 ・須田浜 ・波崎が前者陀該当する c これらの地域の桐元は、それぞれ大野村 ・九十九

里、紀州 ・九十九里 ・銚子から移動定箔して地曳尻洛t本を投下したものである。

一方、拾町歩、松下、押上の舎利浜の網元は各々｀川尻、 川尻 ・矢田部、別所｀舎利 ・荒波 ・

別所出身者である c 網元をはじめ労働者も地曳網開始前はそれぞれの地域で農業匠従車していた。

無論網元が地主で労働者は小作人であった。それ故、農業経蛍の有効手段、即ち効率の恥い肥料

を欲するようになり 、その結果、地曳網挽業となつたもので、兼業或は 2次的産業であったと思

われる。いわしは低とんど干いわしにされ本村での農業に使用された。たた｀て地曳網操業上不都

合が多 く（ 本村でマネの合図を受けた人々は、 1 ~3 Kmの道を走つて洵岸に集合した ）、後期
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たは海岸砂丘近 〈た分村を形成する よう 陀なり、現在の集落の甚碇を形成することと なった。こ

の点、前者が最初から海岸近 く匠定着したの とは性格を異にする。ともあれ、農業資本を地曳に

投下し干いわ しを本村で消伐 していたものが分村を形成 し、同時忙砂丘地域の開墾と なつて（ 水

田と したものは掘り下げ田とよばれる ）今日に至っているのである。

なお、波崎の地曳網操業は第 2次大戦頃まで妬低とんど姿を消し、現在ではわずか11:観光用地

曳が 3カ統残っているだけである。

第 4章 揚操網への推移

波崎漁業を考察する上で、機船底曳網、秋刀魚捧受網、揚操網は総箔業統数や総漁獲高尻占め

る割合が高く 、不可欠の要素なので無視できない。特匠楊操網佗よる漁獲蟄は極めて多く 、波崎．

町漁業の主幹である。いわし漁獲を目的とする揚操綱が発生した原因は、歴史的プロセスと対応

させて考えねはならない。

第 3意で述べた如く 、太平洋沿岸で行なわれていた地曳網は、大正末～昭和期になると沿岸い

わしの減少、労働力不足等、種 1,自然的、社会的条件の変化妬伴い衰微し、昭和 20年代にはほ

とんど哨滅した。一方、銚子、波崎等では、八田網も同時(re使用されていた。八田網は波崎の近

江膵（稲村）という船主が明治末期尻考案したと言われている。 古た、明治 20年頃には発明さ

れていたという訊もある 、） ともかく 、弛曳網よりいわし漁狸を高める手段とし、労倒力を省略す

る方法としての漁網模索が八出網を生んだと 言えよう。

八田網は、八手網とも言い、 2隻注たはそれ以上で使用する為．多隻張浮敷洞とも呼ばれる。

八田網操業は通常 2疫の網船をもつて潮流を受けて張下げる。双方の網船は各々錯を用い、また

は船の航走力で網方を保持して魚類が自然陀網土にくるよう（てさせる。また撒餌、駆具等を用い

て魚群を稼梧的妬呼び寄せることもある。魚群が網妬入ると、片手廻り（片手操）で網の一方を

絞るよう妬する。絞る時は、いわ付（重り ）の網を荒手と称される屈強の若者が海中に入り絞り

にかかる；なお当時は地曳網同様、寒中でもふんどし 1本で行なつていたそうである。魚捕部に

入った魚類が逃げないよう迅速性を強いられたので、海中で絞ることが必要であった。校つた後

は魚捕部 （袋 ）に入ったいわしを陸上げし、 クマ（サテ ）です〈いあげたものである。いわ しは、

地曳網同様砂浜妬干し、いわゆる干いわしとして利用された。明治末期、波崎以北の地曳網地域

で八田網は使用されなかつたが理由は不明である。

この時期に揚挽網操業がなかつたわけではない。

-54-



r 

楊操網発明説には種々ある。千葉大教授菊地利夫氏の九十九里説、東海区水産研究所宮崎千博

氏の尾張 ・三河説、東茨城郡河和田山口孝義氏の地元説（久慈町三代芳松 ）など、不明なのが現

状である。明治21年銚子で揚操網が使用されていた記録があり 、波崎もほぽ同時期陀開始さ れゲ

たと推定される。なお、久慈浜へは明治 34年、那珂湊へは明治 35年（白士次郎衛門が紀州か

ら）導入されている。

明治末期、波崎で行なわれていた揚操網は極めて小規模で｀漁船も櫓漕であった (79丁張～ 9

丁張） 。それ故、遠距離操業は不可能で、犬吠崎燈台沖～八日市場付近までが主漁場であった。

漁場へは早朝出発し、漁獲物が船倉いつばいたなると戻ったが、夕方婦路となることが多かつた

そうであ る。

当時から操業は 2菱(2はい）で行つていた。なお手船はつけないで操業した為、漁獲の多い

時は他船化運搬を依頼し、 5割を与えたそうである。

船方は 2はいで 50名前後乗組んだが、参加人負の少ない時は 35~4 0名でも 7丁張りで可

能であった。波崎へ水揚げした漁獲物は、地曳、八田網同様干いわしVてし稲敷方面へ出荷した

ものである。なお、出源帰還の際は岸壁が存在しなかつたので、若者 8~ 9名がコロを使用し

て押した。

以上の無動力小揚網 ・地曳網 ・八田網漁業はいずれも 、沿岸いわしを目的としていた点では変

わらなかつた。しかし、昭和陀なると急激な沿岸いわしの減少となつた。漁網改良、漁船の大型

化妬伴う沖合漁業が必要視されてきたのである。日本的レペルでそれらは急変し、波崎へは昭和

元年 1隻の動力機械船が海入されている。しかし波崎には港湾がな く、漁網、樵船大型化に対応

する手段が存在しなかつた。地曳網元、小揚操船主らの要望が実つて、昭和 9年、波崎港完成へ

と至ったのである e 波崎港出現は、従前の漁業経営の姿を某本的陀変えた。

地曳｀八田は庶 どなく消滅し、小揚操もその投業状態が変容した。即ち、動力漁船使用によつ

て梱場拡大となり 、漁船内部装骰を機械化することによつてll寺問の短縮となり 、機動力に富む漁

業が可能となつたのである。特陀箸しい現象として、揚挽巾滞網使用が開始された点を述べられ

よう。つまり魚網の拡大の他｀以前に於て環、環括網、分銅のなかった楊採は、次第に環括網を

使用するようになり 、巾箔網尻類似する姿を示す こととなった。

2隻旋揚操巾涼網が正式の名称で文字通り 2隻の網船が操業を行なう。この段階では漁業経営

体の規模拡大とも関係し、 1~2隻の手船も合わせ持つている。手船は運搬尊用船の意味で、こ

れが必要尻なった理由は、沖合漁業へ移行した為、網船が水揚げに帰港し、再度出桶するのでは

不合理になったからである。それ故、手船が波崎港へ戻つて水揚げする間、網船は別の魚群を発
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見して操業を開始することができる。

操業形態自体は手船を使用すること尻なった以外大差ないが、手段は変化が著しい。櫓漕時代

は、網張、詞上げをすべて労力妃依存していたが、昭和期になると機械化したので比較的容易妃

なつた。揚採 1カ統妃要する人員は 8D名程度（網鉛 2隻、手船 1隻）であるから、漁船が大型

化したにもかかわらず省力化されている。この点からも技術的意味での発展が判明する。

揚操網は、殻盛期1を波崎のみで 55カ統を数え、 日木でも有力な地位陀あった。これは第 2次

大戦突入前の状況である。しかし戦後は減少し、往時の附業統数妬は遠く及ばない。祓少の原因

は、掲操経党休減少虻付随する如くいわし城少や年次別変化の大きさ、大衆魚ゆえ陀樵猥登妬比

較して漁獲高（金額）が小さいことなど陀閃係していると息われる。

掲操網箔業統数は、 〔4- 1表〕の通りである。

4 -1表 揚操樺 (2隻旋）恣業統数の推移 単位 （統）

I 
， 

昭 30 3 1 32 

"I~ 2 2 

35 36 37 38 39 40 A 1 4 2 4 

151 51 52 52 A 6 66 70 75 

2 9 2 8 28 29 22 21 2 1 2 1 20 24 34 35 2 

「茨城殷林水産統計年報」農林省茨城統計調査事務所 (30~41年）及び波崎漁業協

同組合資料 (42~ 44年）より作成

昭和 3O年代は、年々厄ぼ漸減 しているが、これ尻対応して経営体数も減少している。 〔4-2 

表）

4 -2表 揚操網 (2筵旋）絆蛍体数の推移 単 位 戸

□ 3 213 3 
I 

昭26 30 3 1 3 A 35 36 37 38 39 4 0 41 42 43 

＇ 

茨 城 80 57 63 66 72 7 4 7 4 62 54 58 6 1 

波 崎 I34 39 35 25 25 25 25 24 21 25 26 ? 1 2 D 

「茨城炭林水産統計年報」翡林省茨城統計調査卓務所 (26、 3 1 ~4 1年）及び波崎

漁業協同組合資料 (42~43年）より作成

一方、 4 o~ 4 2年洒業統数が培加しているのは、前浚年次尻比して漁獲鼈の多いことに関係す

るものと思われる。昭和 4 5年以降の減少は単なる漁獲焼の減少のみが原因ではなく 、 2隻旋か

-5.S-



ら1隻旋への質的転換要素の意味も含まれている。前述した如く 、 2隻旋の場合 8D名程度の人

員を必要とするが、 1隻旋にすれば 5D名低どで操業可能なためである。労働力減少の折からも

有効な手段であり 、また新陀操業を開始する際でもその費用が安いことも有利である。

揚操網経営体は、単に波少しているだけでなく ｀全漁業経営体に占める割合も、昭和31年当

時の半分以下妬低下している。 〔4-3表〕 比率低下が意味するのは、沖合～速洋化の進行状

4 -3表 漁業経営体に占める楊操経営体の割合

ー
（戸）

1 昭31 3 2 I 3 3 34 3 8 39 40 4 1 42 43 

全漁業
68 87 - 85 70 75 1 2 2 1 1 7 1 2 9 1 1 7 88 8 1 

経 営 体

揚 操
3 9 35 - 25 2 5 2 5 24 21 25 26 2 1 20 経営体

割 合
57 40 - 29 

36ロ 20 1 8 1 9 22 24 25 (% ) I 

資料は 4-2表に同 じ

態であろう。また、漁業経営種類の増加も示唆していると推定され、多目的化していることが判

る。

一方、揚操網に よるいわし漁獲は、昭和 4D、 41年までiぽぽ増加傾向を示すか、翌42年か

ら激減している。 〔4-4表〕 また総漁獲羅陀占める揚操漁獲螢は、 3 3年以降大幅な変動を

4 -4表 揚操漁猥高の推移 単位 トン

｀ 
昭 33 3 4 3 5 3 6 3 7 3 8 3 9 4 0 4 1 4 2 4 3 

総漁
22301 17945 19876 32491 27864 39854 43629 67711 64205 63780 

獲 是

揚操
20688 16599 16590 23642 15174 26664 32769 5411.7 51612 33421 16735 

漁獲蔑

割合（％） 91.8 92.5 83.5ロ5 4.6 6 6.9 7 5.1 79. 9 80.4 5 2.4 

「茨城装林水産統計年報」農林省茨城統計調査事務所 (33~ 41年）および波崎漁業

協同組合資料 (42~43年 ）

みせていない。しか しこの比率は極めて高く 、波崎妬おける揚操の位置が判然とする。楊操依存
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形態は今日まで継続しているこ とを示すが、あまり良い傾向ではあるまい。 〔4- 4表〕ゃ魚種

別価格変動から明らかなようたいわしは著しい変動を示す。専業者 （i在院10 0 %）が多いこと

妬関係して淮際者の生活困窮を招いてきたことは記載したが、今後この比率低下を検討する必要

があろう。銚子でも戦後、いわ しの比率が90％を越えたこともある。しかし現在では 35%前

後に低めている。このよう妬大衆魚から高級魚を目的とする漁獲方法を謂ずれば、ある程度労働

対策妬もなるであろう。

以上の如く 、漁獲手段は自然的．社会的条件の変化に伴つて逐次改良され現在に至っている。

しかし、この漁網の変遷はいわしを対象とした点妬於ては共通している。即ちいわしを目的魚と

し、そのワク内での変化に過ぎない。愚近いわし自体が減少しているので、今後は対象魚を別な

視点から考察し、それl!C付随する手段一漁照の変化ーを思考せねばなるまい。

第 5章 漁 業関連産業

i) 籐細工業について 手子后神社神戦、岡見信泰氏はたまたま上京した際、下駄の

辟志内戦を観察し、明治 32年始めて波崎へ伝授した。もちろん、明治期の漁業不振妬伴う漁労

者の生活困窮状態の救済が契機となったものであるっ 伝授以来漸増し （漁業不拓を暗示 ）大正末

期花は年産 75万円を示し、窟山県滑川町と共妬 2大産地となつた。しかし昭和妬なると漁業不

振の回複、それに付随した怨表業から漁祐への資本移動（昭和 14 ~ 1 5年頃と言われている）

など妬より減少傾向をたどつた。 「昭和 15年頃には年尭500~800万円をあげる妬至り 、

県並に市当局も注目して積極的に振興策を講ずるようになつた。すな わち、 しばしばその技術購

習会を開催し、育成を助長したのであった」とあるように銚子では育成の対策を練り実施した為、

復活の動きもあったらしい。 「昭和 25年度の生産高約 5千万円、辟表（ 3.2 5 D万円）を主位

！て椅子（ 1,2 5 D万円 ）、 スリツバ、乳母車がこれ匠つづいている。現在これによって衣食する

もの市内には数千」と隆感状態を示しているの尻対し、波崎では具体的対策、採興策がなく減少

一途をたどり、現在では 2業者のみである （田村 ・稲垣家 ）。

内職者は神栖を含めて 5~6, D D D名、 内波崎地区東部漁家内戦 2,D D D ~ 2. 5 D D名と言わ

れ昭和初期に比し半減している。内戦の労賃は箱枕大で 8D円、普通 5D円、ふとんはたき 6円

5 D銭で通常 5D D円程度 (1El)になる。なお年生産額は 2億5千万円ほどである。

内職として、また漁業不振時の対策として発達してきた謬細工は現在でも漁袴者家族（特に主

婦）中心ではあるが、発生当初の深刻な涵養的な荏業としての性格を失い、その意味に於て内容
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妬変化を来たしたと言えよう。昭和 43 ~ 4 4年の不漁は近年まれであるが明治期厄ど深刻では

ない。不徹底ながら最低補償給制度の実施、鹿島工業化等によつて、当時ほど内職妬専念しな く

ても良い状態になつている。これらが労働力不足を助長させているとも考えられるからである。

発生以来、漁業と一体と力つて発展したこの産業は、独立路線を歩んでいる感が極めて強い。

ii) 無線機器業 波崎に無線機器業の発生したのは、昭和 24年である。 33年まで継続

した業者は倒産し、同年異質資本業者が会社を設立して今日に至つているので、波崎町自体と し

ては、 2 4年以降 1業者が存在 していること匠なる。販売品は昭和 40年まで年々増加してきた

そうで、逆説的には漁船の近代化を暗示していると言える。主た季節的には 6~7月に注文が多

く、漁獲の多い時期とも一致している。従業員は 3名であるから、 漁業関連産業中、最も小規模

な部類にはいる。

昭和 41 ~ 4 2年までは 10 0％漁業相手の純然たる関連産業であつたが｀ 43 ~ 4 4年には

陸上関係（タクジ ー無線等 ）が 5％を占めた。業者は 43年頃から憔業の将来性を考慮し｀維持

不可能と判断したのであろう。海から陸へと転化を試み、陸上関係率を今後高めたい意向である。

これは、波峰町漁業の推移過程を示唆している。漁業近代化に最も密接な無線機器業者ですら漁

業継続を不可能と判断しているのである。直接関連から 2次化或は独立方向へと乖離し始めた時

点が 43年で、微小ながら 5%の数字には大きな意義が包含されていると思われる。

iii) 製氷工場 従来、波崎漁業協同組合と鴨安商店が波崎の需要を洗してきた。製氷能力

は前者が 8t／日、後者が 15 t／日というごとく極めて零細なものである。しかも近年は年間絶

対使用批が約 1万トンのため、 1, 5 0 0 ~ 1, 6 D 0 トンの不足になつている。冬季の不足が極妬

達するので東京から移入している。不足にかかわらず製氷能力を拡大していないのは、漁業の衰

退化傾向と同調しているからである。即ち漁協加盟者が減少、漁協経営が悪化している状況に於

て設備投資する ことは、さらに経営の悪化を招くからである。このように漁業衰微現象は製氷エ

場にもあらわれている。

iv) 船舶電気業 昭和 2D年に開始され今日まで 1業者のみで 13名の従業員を擁し、波

崎漁船のみを対象に製品販売、修理に当つている （販売3:修理 7の金額比 ）。昭和3.D年頃に

なると漁船注文の減少、自動車パ・9 テリ ーの需要増加陀よつて、早くもこの時期に海から陸へと

転化を計つている。現在漁船対自動車の金額比は 3: 7で漁業関連産業と しての性格を弱めてい
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る。漁業繁栄時に船舶電気業が衰退した理由は、内燃機関変動に対応するもので、デイ ーゼルエ

ンジンが増加したからである。

V ) 内燃機関業 昭和 25年の開始当初は焼玉ェンジンが高率を示したが、昭和 3?~

3 9年！てディ ーゼルエ ンジンが凌駕した。現在 3業者から成るが、昭和 30年を ピークに減少を

続け、昭和43年lては 15台の生産妬過ぎず銚子の約 10 0台の比ではない。注文の減少、銚子

業者の進出の外、大手企業（ヤンマー、 フ・プ等 ）の手形の延期、不良品の工場側負担など企業内

部にも波及 している。当業者も 40年から陸上の製品を扱い始め、約10％の割合を示すに至っ

た。漁船受注のビークは 30年、今後漁業が発展すると仮定 しても、耐用年数から考慮して 50 

~ 6 0年！て再ヒコークが現われると思われ、漁船対象の経営は困難であろう。

Vi) 水産力rlI業 波崎の加工業は中小企業から成り最大の会社でも 従業員 18 D名程度で

5 D名以上は数社に過組ない。大部分は数名～ 2D名前後の零細企業である。加工業も経営悪化

が顕著であるが、原料の入手困難、労働力不足、販売地域が遠隔地であることな どが主因 と思わ

れる。原料は相対的ナ』ミ炭が波崎以外から入手する（銚子、房総、八戸など ）のに対し、小企業

は、波崎、銚子杷依存している （理由は本文参照 ）。

労働力不足（波崎最大の加工忠ですら過去 3年で就徽した中卒者 2名）は鹿馬開発妬伴う労働

力流出が原因で、これ妬対処すべく 労賃アップ (1時問当り 9O~ 1 D 5円） 、 固定給実施など

を行なつているが、困難を極めている。製品販売は、京阪神 ・九州方面に多い。伝統的に取扱歩

者の多い こと、宣伝効果が波及している ことなど尻負うているが、事実上は京浜進出が困難なた

めと思われる。換言すれば、中央大手企業との競争の比ではな く、割込むすきがないからであろ

う。遠距離の販売地域でさえ中央大手企業の進出尻より現状維持が困難で、その打開策として極

洋 ・日水 ・大洋漁業等と提携しているのである。

昭和 38年から県の隙資は開始され、昭和44年 11月現在 69企業中、 6D企業が受けてい

る。加工種類陀よつて相違するが、 日歩 1厘 5毛前後で 43年には 4.6 D D万円借りている。こ

の他農林中央金庫 ・常陽銀行な どから 1億 5千万円の融資を受け ており 年々増加傾向を示すこと

は、経蛍悪化状況を明確に示唆していると 言え よう 。 これら諸問題の解決を言tらない限り 、カuI

業は増々減少すると思われる（昭和 32~ 3 3年の半減状態が現在 ）。

以上、漁業関連産業について述ぺてきたが、漁業の衰退、進展或は漁業不振時の対策等に関係

するものを間接漁業関連産業、漁業が存立する故に存在する産業、即ち独自の存在が困難で漁業
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依存性の高い種類を直接漁業関連産業と任意に規定した心のであるc

第 6章 流通機構 ー特陀銚子大棉との関係一

i) 自動車渡船時の流通 自動車渡船は＾銚子大橋牌下約 10 0 m下流（波玲側）と現在

の町堂渡船場（銚子側）を粘んでいたもので、一度に 5~4台の東しか迎搬出来なかった。 この

時期に於て加工原料の 7割庖銚子に依存 していたという意見と、逆にほとんどを波崎に頼つてい

たという異なる意見があり、真偽の程は不明瞭である。いずれにせよ原料j翡入の際は自動車渡船

を利用していた。普通トラソクの投船賃は 80 0円であつたから、結果的！てはあまり大きな流通

の転換要素にはたらたかつたようである。すなわち、京浜方而出荷の場合は、 80 0円の渡船賃

と時間的ロス（渡船は極めて混んだ）の回避の沿、水邪大極経由で諭送したのである。

ii) 銚子大杞完成以降 自動車渡船は以上の如く斯待に十分即した結果を生じなかつた。

合理的加工経営には、更陀迅速な手段が必要になつてきた。古た、波崎町の経済発展に銚子と直

接結ぶ栢第が必要祝され地域住民の期待は大きくなったのである。かく して昭和 35年 3月3日、

日本追路公団の手で起工され、労慟延数 12万、総工聾 8倍 5千万円 （メー トル当り約 60万円）、

連続ト ラス及び合成桁をもつて昭和 3 7年 ・12月 11日、 1, 4 5 0 m (取付道路を除く と1.203

mで日本一） の銚子大橋の竣工となった。大棉完成によつて交通は飛躍的に拡大、円滑化され、

一方同年 12月自動車渡船は廃止となつた。

水差加工業陀とつて時問の短縮となつたことは言うまでもなく出荷も容易になった。．波綺水産

加工品の出荷先は京阪神、九州方而なので輸送コストが高く 、これは生産コストに反映する。即

ち、市場での競争力が弱化するのて輸送コスト低下の手段として鉄道貨車を利用 している。この

場合は無論銚子大橋経由で銚子駅に集荷するのて非常妬役立つ こと妃なつた。但 し、京浜、閃東

などの近距離輸送にはあまり効果がない。これは、従来通り通行料 (46 0円 ）を省くため鹿烏

経由で出荷しているからである。波芍の漁業、水産加工業妬とつて近距離輸送と大橋の結合を如

何に密接妬するかが今彼の課題点であろう。

＜最後陀＞ 紙面、時問の関係上全体的要約が出来ず （全体の本文は 30 0枚をこした．）、

数幸を選択し更匠抜幸侭終つた ことをお詑びする。また参考文献は指定された頁数の関係から省

略 した。なお、卒論作成尻当つて度々御指導いただいた渡辺一宍先生をはじめ、多くの関係者各

位妬深 く御礼申 し上げる。
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